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１　施策全体の事業費

２　成果指標の達成状況

３　施策の進捗状況

施策番号 27

施策評価シート（評価対象年度：令和元年度）

基本政策 5 自治・協働

ハッピー・パートナー企業登録数〔累計〕 社 3 5 5 5 15 20

実現に向けた取組
①男女平等意識の啓発
②男女がともに働きやすい環境の整備
③行政が率先する男女共同参画の推進

施策担当課・係 総務課 人権啓発係

施策関係課・係

施策名 27

1うち、事務事業評価対象

男女共同参画

10年後のまちの姿
○男性と女性が互いを尊重し支え合い、性差による男女の固定的な役割分担意識を解消することで、全ての人が生き生きと活
躍できる社会が実現しています。

施策展開の
基本的な考え方

　行政は、男女共同参画社会の実現に向けて、男女平等意識の啓発や男女が共に働きやすい環境の整備等に率先して取り組み
ます。
　市民等は、男女の固定的な役割分担意識にとらわれることなく、互いを尊重し支え合うよう努めます。

令和3年度平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度

事務事業数 1 1 1

38.0市所管の各種審議会等における女性委員の割合 ％ 28.6 29.2 30.0 30.3

令和8年度
最終目標

男性は仕事、女性は家庭というような固定的性別役
割分担意識について、解消していった方が良いと思
う市民の割合（アンケート調査）

％ 66 未実施 72.3 未実施 70 75

令和3年度
中間目標

指標

○ 概ね順調

事業費（千円） 596 705 759

達成度

単位 基準値 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

1 1

33.0

成果指標による
現状分析

達成度の
判断根拠

企業向け「働き方改革セミナー」では、企業における「働き方改革とワークライフバランス」の成功事例などをあげた具体的な講演内容
で、参加者の満足度は93.8パーセントと高くワーク・ライフバランスについても理解が深まった。
企業向けセミナーアンケートにおいて「男性は仕事、女性は家庭を守るべき」の質問に対して反対が77.7パーセントとなり、男女平等の意
識を深めることができた。

・平成30年11月に実施した市民意識調査では、「男性は仕事、女性は家庭というような固定的性別役割分担意識について、解消していった
方が良いと思う」割合が72.3パーセントと増加した。男女平等の意識は深まりつつある。
・ハッピー・パートナー企業の登録数は、横ばいの数値である。企業向け人権問題研修会など、様々な機会において市内企業に啓発を行っ
たが、ハッピー・パートナー企業の登録に繋がらなかった。
・市所管の各種審議会等における女性委員の割合は、昨年度と比較し実績数値が0.3パーセント増えた。市所管の各種審議会等のなかに
は、女性委員が一人もいない市所管の各種審議会もあり、男女の意見がバランスよく反映されることが重要である。



４　取組の状況と今後の方向性

これまでの主な取組と実績

・男性の家事・育児参画の促進を図るため「お父さんと子どもの料理教室」「パパとママのワークショップ」を開催した。
・県男女平等社会推進課と連携し、市内企業を訪問しハッピー・パートナー企業の登録の働きかけを行ったが、登録数は伸びていない。
・男女とも働きやすい職場づくりに欠かせない取り組みの一つとして、企業向け「働き方改革」について理解を深めた。

・これまでの実績から、男性の家事・育児等参画に関する事業を企画しても、参加者を集めることが非常に難しい状況にあるが、今後も関係課と連携しながら、地
道に取り組んでいく必要がある。
・ハッピー・パートナー企業の登録促進に向けて、パッピー・パートナー企業へ優遇するなどの取組を検討していく。
・子育てサービス等は充実しつつあるが、再就職支援等には取り組めていない。今後も市民ニーズを把握しながら、仕事と家庭の両立を支える取組を継続してい
く。

これまでの主な取組と実績

主な課題と今後の対応

② 男女がともに働きやすい環境の整備

① 男女平等意識の啓発

施策の内容

・「人権・男女共同参画講座」「防災・男女共同参画研修会」「ワーク・ライフ・バランス講演会」を開催し、固定的性別役割分担意識や社会的慣習の解消に向け
た取組を行った。また、これらの事業にあわせてパネル展も開催した。
・市報やホームページに男女共同参画に関する情報を掲載し、市の取組を紹介するとともに男女平等意識の啓発を行った。
・LGBT（性的少数者）に対する正しい知識の啓発を行った。

主な課題と今後の対応

・男女平等意識の啓発は継続的な取組が必要であり、今後も市民の方が理解を深めていただけるような講演会やパネル展等を企画・実施していく。
・市報やホームページに男女共同参画に関する情報を掲載し啓発を行うほか、相談窓口の周知にも努めていく。

施策の内容

図ります。



５　施策の今後の方針

施策の内容

これまでの主な取組と実績

施策方針 ○ 維持

施策方針に関する
説明

・平成30年11月に実施した市民意識調査では、「男性は仕事、女性は家庭というような固定的性別役割分担意識について、解消していった
方が良いと思う」割合が72.3パーセントと増加したが、「家庭生活・地域・職場において男女の地位が平等になっている」と感じている人
が３割を下回っているなど、性別による固定的な役割分担意識は依然残っている。
・男女共同参画の実現のため、令和２年３月に「第３次胎内市男女共同参画プラン２１」を策定し、「人権を尊重した男女平等を推進する
意識づくり」、「あらゆる分野での男女共同参画の推進」、「仕事と生活の調和がとれた環境づくり」、「元気に安心して暮らせるまちづ
くり」を基本目標に行政・企業・学校・地域などと一体で取組むことが、今後は必要となる。

・胎内市附属機関等設置及び運営基準要綱に則り、任期満了等で委員に変更がある場合には、女性を積極的に登用する取組を進めている。女性の登用割合について
は、概ね目標を達成している。
・市役所の女性管理職の登用は進んできたが、男性の育児休暇の取得への理解は進んでいない。

主な課題と今後の対応

・市の各種審議会等の女性登用率は横ばい傾向にある。市の各種審議会等のなかには、一人も女性委員のいない審議会等もあるため、男女の意見がバランスよく反
映されるよう市の各種審議会等への女性委員の登用率を向上させることが必要である。
・市役所の女性管理職の登用は進んできているが、男性の育児休暇の取得は進んでいない。今後も男性が希望する場合に、安心して育児休暇が取得できるような職
場環境・風土の整備に努めていく。

③ 行政が率先する男女共同参画の推進



Ⅱ　施策を構成する事業等

540110 男女平等社会推進事業 759 759 406 406 ○ ○ ③ ② 総務課

事業
コード

事務事業名
R1

事業費
R2

当初予算額
達成度

二次評価
今後の
方向性

主な事業 担当課うち
一般財源

うち
一般財源

一次評価
今後の
方向性

施策目標
に対する

貢献



事務事業評価シート（評価対象年度：令和元年度事業）

大 54 款 02

中 01 項 01

小 10 目 06

○

１ ５

２

国・県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

※事
業費
※事
業費 ６

３

７

８

４

④ ② ①

⑤ ③

⑥

⑦

改革改善の実施状況（平成29年度～）

　「女性活躍推進法」が施行され、より一層男女ともに働きやすい職場づくり
に欠かせない取り組みの一つとして「働き方改革」について理解を深めた。
　令和2年3月に「第３次胎内市男女共同参画プラン21」を策定し、新たに「女
性活躍推進法」に基づく市町村推進計画、「ドメスティック・バイオレンス対
策基本計画」としても位置付けた。

課
題
及
び
今
後
の
対
応
・

改
革
改
善
方
法

　性別による固定的な役割分担意識の解消に向けた意識啓発には、継
続的な取組が必要である。
　市所管の各種審議会等の女性登用率は、年々増加傾向にある。市の
各種審議会等のなかには、一人も女性委員のいない市の各種審議会等
もあるため、男女の意見がバランスよく反映されるよう、市の各種審
議会等への女性委員の登用率を向上させることが必要である。
　ハッピー・パートナー企業の登録促進に向けて、パッピー・パート
ナー企業へ優遇するなどの取組が必要である。県では、育児を応援す
るなどの上乗せ認定制度を設け、企業の男女共同参画を推進する取組
支援の見直しを行った。企業等への啓発を県と協力しながら取り組ん
でいく。

今後の方向性 ③

△

○：検討可能　△：一部検討可能　×：不可能　実施：実施済　一部実施：一部実施済

民間への外部化(業務委託・指定管理者制度等)は可能か

○：検討可能　△：一部検討可能　×：不可能　実施：実施済　一部実施：一部実施済

住民等の参画、協働は可能か

○：類似事業がない　×：類似事業がある

類似した事業が実施されていないか

○：貢献している　△：一部貢献している　×：あまり貢献していない

○

△

○

－

平成29年度 平成30年度 令和元年度

算出方法

財源「その他」 内訳

事業費の
主な支出内容

第３次胎内市男女共同参画プラン21印刷製本　240千円
男女共同参画推進委員会委員報酬　172千円

達成度の
判定理由

市所管の各種審議会等における女性の登用割合については、昨年度
と比較し、実績数値が0.3パーセント増えた。企業向けセミナー
「ワークライフバランスと働き方改革」においては、参加者の満足
度は高く働き方改革について理解が深まった。

協働または民間への外部
化が不可能な理由

単
位
コ
ス
ト

○：適正である　△：検討・見直しが必要　－：該当しない

受益者負担は事業コストに対して適正か

○：削減の余地なし　△：一部削減の余地あり　×：削減の余地あり

事業費や人件費に削減の余地はないか

○：改善の必要なし　△：一部改善が必要　×：改善が必要

事業実施のプロセスや手続きに改善が必要か

二次評価

今後の方向性 ②

所
見

ハッピー・パートナー企業の登録拡大
などについて具体的な方法を検討し事
業を推進する必要がある。

妥
当
性

効
率
性

事業年度 令和元年度 会計区分 一般会計

第２次胎内市男女共同参画プラン21

男女共同参画社会基本法

胎内市男女共同参画推進委員会条例 関連計画

実施方法 市が直接実施

施策の目標に対してこの事業が貢献しているか

○：需要がある　△：一部需要がある　▲需要が低下している　×：あまり需要が無い

事業が市民の需要（ニーズ）に合っているか

事業の取組状況

○

男女共同参画に関する講演会やセミナーの開催

達成度

事業の
目的・概要

男女共同参画プラン21に基づき、男女共同参画の促進を図るための
啓発活動を実施する。

達成度

平成29年度

事務区分
法定受託事務 自治事務 根拠法令

法令による義務付け 義務＋任意 関連条例

平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

○ ○ ○

総事業費＋人件費

正(h)

主な
実施内容

事業コード 540110

事務事業名 男女平等社会推進事業
担当課 総務課

総務費

施　策 27 男女共同参画
男女平等意識の啓発 総務管理費

男女平等社会推進事業 企画費

基本政策 5 自治・協働
事業

コード

男女共同参画
予算
科目

担当係 人権啓発係

◎：達成　○：概ね達成　△：やや達成していない　×：達成していない

事業の点検項目

事業費の状況（※平成29年度～令和元年度は決算額、令和2年度は当初予算額）

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

△

169 0 0 0

596 705 759 406総事業費（千円）

×

0 0 0 0

0 0 0 0

644 687 703

427 705 759 406

人件費（千円）

令和2年度 令和3年度

1,240 1,392 1,462

実績

臨時(h) 0 0 0

350 370 370

事業の方向性（案）

指標値の状況

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

産
出
指
標

30.3%

講演会、セ
ミナーの開
催

目標 2回 2回 2回 2回 2回

実績

名称
講演会、セ
ミナーの開
催

講演会、セ
ミナーの開
催

講演会、セ
ミナーの開
催

講演会、セ
ミナーの開
催

5回 3回 2回

97.3% 96.7%

成
果
指
標

名称

市の審議会
等における
女性の登用
割合

市の審議会
等における
女性の登用
割合

市の審議会
等における
女性の登用
割合

市の審議会
等における
女性の登用
割合

市の審議会
等における
女性の登用
割合

目標 30%

97.7%

31% 31% 32% 33%

目標比

実績 29.2% 30.0%

コスト投入の方向性

維持

縮小

休廃止

今後の方向性

成
果
の
方
向
性

拡充

削
減

縮
小

維
持

拡
大


